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The purpose of this paper is comparing the subjective well-being of

people around the age of 30 between the “employment ice age” generation

and other generation. As a result of the analysis, the following results

were obtained. (1) On average, there was no significant difference in

subjective well-being between the “employment ice age generation” and

other generation. On the other hand, depending on the quantile, there

were cases where the subjective well-being of the “employment ice age

generation” was significantly depressed. In addition, (2) it was found

that there are differences in the quantile that pushes down subjective

well-being, even within the same “employment ice age generation”. These

results suggest that when comparing the welfare of generations, difference

in distribution must be taken into account, and it should be considered

explicitly the intra-generation heterogeneity.
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1 序論
内閣府「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において、就職氷河期世代

支援プログラムの推進が明記され、就職相談体制やリカレント教育の確立を通

じて正規雇用者を 30万人増やすといった目標が掲げられている。本論文の目

的は、経済停滞期に就職活動を余儀なくされた「就職氷河期世代」とそうでな

い世代の間の衡平性（fairness）を実現するための政策立案に関して実証的根

拠を与える一つのアプローチを提示することにある。具体的には、衡平性を測

る厚生水準として主観的幸福度を用い、技能、選好といった個人間の異質性を

可能な限りコントロールしながら「就職氷河期」とそうでない世代の主観的幸

福度（subjective well-being）を比較する。世代間の衡平性を経済活動水準で

はなく厚生水準で評価する場合、まず問題となるのは、厚生比較をする際の厚

生指標（welfare metrics）をどのように定義するかという点である。

Fleurbaey,［2008］、Fleurbaey and Maniquet,［2011］および関係する一

連の研究は、個人間の厚生比較に関する実証分析上の操作が容易な衡平性の分

析枠組みを提示しており、例えば参照賃金を現在受け取っている時給とし、そ

の状態と同程度の厚生をもたらすヴァーチャルな（労働時間ゼロの時の）非勤

労所得として定義される“レント＋参照賃金”指標といった厚生指標が提示さ

れている。1) 彼らの分析の特徴は、まず個人間の厚生の比較を基数的な厚生水

準ではなく、所得・余暇という座標軸における序数的な無差別曲線を用いた指

標で分析する視角を提供している点である。また労働供給の計量経済分析で近

年広く用いられている離散選択モデル（Discrete Choice Model）との親和性

も大きな特徴であり、離散選択モデルの推定に基づいて厚生指標を算出できる

1) 例えば Preston and Walker［1999］は、シンプルな厚生尺度である純所得（net income）
以外に（1）所与の参照賃金（reference wage）の下で一定の効用水準を実現するのに必要な
非勤労所得の額、（2）所与の参照賃金（reference wage）の下で一定の効用水準を実現するの
に必要な消費水準、（3）所与の参照労働時間（reference level of hours of work）の下で一
定の効用水準を実現するのに必要な消費水準、（4）所与の参照非勤労所得（reference level of

unearned income）の下で一定の効用水準を実現するのに必要な賃金額、（5）所与の参照賃金
（reference wage）の下で一定の効用水準を実現するのに必要な消費水準、といった尺度を挙
げ、純所得（net income）との強い相関を明らかにしている。
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点が利点として挙げられる。実際、Decoster and Haan［2015］、Carpantier

and Sapata［2016］は Fleurbaey達の厚生指標を税制改革（tax reform）の

評価に応用し、改革によって誰が得をし、誰が損をするのかを個人レベルの厚

生水準で評価した。2)

本研究プロジェクトの究極的な目標は、特定の厚生指標に基づいて「就職

氷河期世代」とそうでない世代の間の衡平性（fairness）を実現するための政

策目標（例えば、世代間の衡平性を実現するための「就職氷河期世代」をター

ゲットとした雇用政策の目標）を実証的に導くことにある。本稿の目的は、そ

の第一歩として「就職氷河期世代」とそうでない世代の間の主観的幸福度、具

体的には 30歳くらいにおける主観的幸福度を比較し、その違いを定量的に評

価することにある。結論を先取りすると、まず（1）平均的には「就職氷河期

世代」とそうでない世代の間の主観的幸福度に有意な違いは見られない一方、

分位によっては「就職氷河期世代」の主観的幸福度を有意に押し下げるケース

が見られた。また（2）同じ「就職氷河期世代」でも世代によって主観的幸福

度が押し下げられる分位に違いがみられることが分かった。太田・玄田・近藤

［2007］、Genda, Kondo, and Ohta［2010］を始めとする先行研究は、「就職

氷河期世代」が長期的に被る経済的不利益を定量的に明らかにした。本稿の貢

献は、「就職氷河期世代」の主観的幸福度の分析に踏み込み、厚生レベルでの

世代間の衡平性実現に向けた実証的厚生分析の道筋を示すことにある。

次節では分析に使用するデータについて説明し、世代ごとに記述統計量の比

較を行う。続く第 3節では、推定モデルを提示し、第 4節で推定結果の解説を

行う。最後に、推定結果のまとめを行い、世代間の衡平性実現に向けた実証的

厚生分析の展望を述べて結びとする。

2 データ
ここで使用するデータは、公益財団法人「連合総合生活開発研究所」が 2016

2) その他に、特定の社会厚生関数を想定しつつ労働供給関数の構造推定に基づいて最適課税デザイ
ンを導く試みとして、Blundell and Shephard［2012］、Aaberge and Colombino［2013］
が挙げられる。
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年 5月に 30歳以上 49歳以下の 4年制大学卒の雇用者を対象に実施したアン

ケート調査「大学卒就業者の仕事と生活に関するアンケート」の個票である。

この調査の目的は就職氷河期を経験した雇用者が抱える経済的困難の実情を明

らかにする点にあり、特徴として直近の年収といった経済的要因だけでなく、

20歳から 45歳までの 5歳刻みの主観的幸福度についても調査されている点が

挙げられる。連合総合生活開発研究所［2016］は上記のアンケート調査を使っ

て就職氷河期世代の現状について詳細な分析を行っているが、そこでは就職氷

河期世代および前後の世代が表 1のように定義されている。

表 1

　注）連合総合生活開発研究所［2016］p.34 の表を転載。

表 1によれば、世代はまずバブル崩壊以前に就職活動を行い、採用された

「プレ氷河期世代」、バブル崩壊後の就職活動時に氷河期を経験した「前期氷河

期世代」、不況が一層深刻化した時期に就職活動をせざるを得なかった「後期

氷河期世代」、最後に経済状況に一定の改善に兆しが見られた「ポスト氷河期

世代」に分けられる。本稿では、サンプルを 40代グループの「プレ・前期氷

河期世代」、および 30代グループの「後期・ポスト氷河期世代」に分け、それ

ぞれのサンプルについて就職氷河期世代が経済的状況および主観的幸福度に及

ぼす効果を定量的に検証する。つまり、「プレ・前期氷河期世代」のサンプル

については前期氷河期の効果、「後期・ポスト氷河期世代」のサンプルについ

ては後期氷河期の効果を検証することになる。

ここでは主観的幸福度として「30歳頃の幸福度」を用いる。30歳という年

齢を選んだ理由は、まず分析対象となるすべての世代が 30歳以上であり、欠
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損値がないという点である。また本研究プロジェクトの最終目的が、“厚生レ

ベルでの世代間衡平実現に向けた政策設計”という点にあることから、介入の

長期的効果が期待される 30歳という年齢が適切であると考えた。ただし問題

点として、世代によって評価時点（つまり調査時の年齢）と評価対象年齢であ

る 30歳との時間差に大きな開きがあり、評価バイアスを免れないという点が

挙げられる。この点については、推定結果の解釈の所で再述する。

一方、Kahneman and Krueger［2006］が指摘するように、主観的幸福度は

所得、健康といった観察できる要因、さらには社交性（Sociability）といった直

接観察できない要因と相関している。またよく知られているように、ライフイ

ベントによって一時的に主観的幸福度が下がったとしても、順応（adaptation）

の結果、次第に元のベースラインに戻ってしまう（Brickman, Coates, and

Janoff-Bulman［1978］）。さらに、順応の程度は所得の変化や結婚といったイ

ベントの内容および個人によっても異なる（Easterlin［2003］、Lucas et al.

［2003］）。本稿では、まず主観的幸福度のベースラインの違いをコントロール

するために、①「20代の OJTが不十分」「20代の Off-JTが不十分」ダミー、

②「上の世代に比べて就職難」「下の世代に対して就職難」ダミー、③「格差

があり、上の世代に比べて恵まれていない」「格差があり、下の世代に比べて

恵まれていない」ダミーという変数を説明変数として用いた。まず変数①につ

いては、20代だった時期の勤め先での「上司や先輩からの指導」および「勤

め先での訓練プログラムや教育プログラム（社内研修など）」が十分だったか

どうかという質問に対して「あまり受けなかった」もしくは「まったく受けな

かった」場合を 1とする「20代の OJTが不十分」「20代の Off-JTが不十分」

ダミーをそれぞれ作成した。変数②については、「自分が新卒で就職活動をし

た時期は、自分（たち）の 5歳くらい上の世代と比べて、就職事情が厳しかっ

たと感じますか。また、自分の 5歳くらいの下の世代と比べた場合はどうです

か。」という質問に対して、（上の世代と比較して）「自分（たち）の世代のほう

が厳しかった」と答えた場合を 1とする「上の世代に対して就職難」ダミーお

よび（下の世代と比較して）「自分（たち）の世代のほうが厳しかった」と答え

た場合を 1とする「下の世代に対して就職難」ダミーを作成した。最後に③に
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ついては、「あなたは、今現在、自分（たち）の世代と自分（たち）の 5歳くら

い上の世代との間に、仕事や報酬に格差があると感じますか。また、5歳くら

い下の世代との間に、格差があると感じますか。」という質問に対して、（上の

世代と比較して）「格差はあると感じており自分（たち）の世代のほうが恵ま

れていないと感じる」と答えた場合を 1とする「格差があり、上の世代に比べ

て恵まれていない」ダミーおよび（下の世代と比較して）「格差はあると感じ

ており自分（たち）の世代のほうが恵まれていないと感じる」と答えた場合を

1とする「格差があり、下の世代に比べて恵まれていない」ダミーを作成した。

またベースラインへの順応の程度における異質性をコントロールするため

に、過去 1年間の年収、勤続年数および各種のカテゴリー（男性、既婚、「非

常に健康」、「初職が現職」、「経済的ゆとりがある」、「時間的ゆとりがある」と

いった主要な変数に加え、関東地域居住、文系、「あなたが主として世帯の生

計を支えている」、「あなた以外に収入を得ている人がいる」、産業、業務内容、

従業員規模、役職、社交性、最新の情報技術・機器関心度）に関するダミー変

数をコントロール変数として用いた。3)

表 2は主要変数の平均値を氷河期世代ごとに示したものである。予想され

るのは、前期・後期就職氷河期世代において低収入の割合が高く、高収入の割

3) 「経済的ゆとりがある」、「時間的ゆとりがある」ダミーについては、「あなたは、現在、経済的
なゆとりがどれくらいありますか」「あなたは、現在の生活の中で、休んだり好きなことをした
りする時間のゆとりがどれくらいありますか。」という質問それぞれについて、「大いにゆとりが
ある」もしくは「ある程度ゆとりがある」と答えた場合を 1 とするダミー変数を用いた。関東
地域居住ダミーについては、調査対象地域「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「滋賀県」
「京都府」「大阪府」「兵庫県」「奈良県」「和歌山県」のうち、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈
川県」のいずれかに居住する場合を 1 とするダミー変数を作成した。サンプルサイズを考慮し
て、産業ダミーは「製造業」「卸売・小売業」「サービス業」、業務内容ダミーは「総務」「営業」、
従業員規模ダミーは「30 人以上 100 人未満」「100 人以上 300 人未満」「1000 人以上 3000

人未満」「3000 人以上」、役職ダミーは「課長相当職」「係長相当職」「主任相当職」それぞれに
ついてダミー変数を作成している。社交性ダミーについては、「あなたは、はじめて会う人や、
よく知らない人と、話をするのは得意ですか」という質問に対して「とても得意だ」もしくは
「どちらかというと得意だ」と答えた場合を 1 とするダミー変数を用いた。最新の情報技術・機
器関心度ダミーは「あなたは、最新の情報技術や情報機器に関心がありますか。」という問いに
対して「とても関心がある」もしくは「ある程度関心がある」と答えた場合を 1 とするダミー
変数を作成した。
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表 2 　記述統計量（割合）
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合が低いという結果である。しかしながら、実際の結果を見ると割合の分布は

収入グループによって異なり、例えば過去 1年間の年収が「ない」と答えた人

の割合は、プレ・前期氷河期グループでは前期氷河期世代がプレ氷河期世代を

上回っているものの、後期・ポスト氷河期グループでは逆にポスト氷河期世代

が後期氷河期世代を上回っている。一方で、「年収 2000万円以上」と答えた

人の割合はプレ・前期氷河期グループではプレ氷河期世代が前期氷河期世代を

上回っているものの、後期・ポスト氷河期グループでは逆に後期氷河期世代が

ポスト氷河期世代を上回っている。正規雇用の割合は時系列のトレンドを反映

してか、年齢が若くなる程低下していることが分かる。「初職が現職」答えた

人の割合は予想通り前期・後期就職氷河期世代がそれ以外の世代を下回ってい

る。また「20代の OJT・Off-JTが不十分」、「上の世代・下の世代に比べて就

職難」、「格差があり、上の世代・下の世代に比べて恵まれていない」と答えた

人の割合も、概ね前期・後期就職氷河期世代がそれ以外の世代を上回っている

ことが分かる。

次節では、社会経済的要因をコントロールした上で、前期・後期氷河期世代

が個人の経済・厚生水準に及ぼす効果を多面的に検証する。

3 推定モデル
まず就職氷河期が所得に及ぼす効果を推定するために、「プレ・前期氷河期

世代」、「後期・ポスト氷河期世代」それぞれのサンプルについて、過去 1年間

の年収カテゴリーを被説明変数とする Orderd Probit推定を行う。

推定に先立ち、各グループの世代ごとに年収分布を比較したものが図 1、2

である。まずプレ氷河期世代と前期氷河期世代を比較すると（図 1）、年収 500

万～1000万未満を中心に裾野が広がっている点は共通するものの、前期氷河

期世代の分布が若干低所得に偏っている。実際、年収 1000万円以上の割合は

プレ氷河期世代が 13.9%であるのに対し、前期氷河期世代は 5.4%にとどまっ

ている。同様の比較を後期氷河期世代とポスト氷河期世代について行っている

のが図 2で、後期氷河期世代の分布の最頻値が年収 500万～1000万円未満で

あるのに対し、ポスト氷河期世代の分布の最頻値は年収 300～500万円未満と
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なっている。ポスト氷河期世代は他の世代に比べて年収 500万～1000万円未

満の割合が著しく低い事が分かる。

次に就職氷河期が主観的幸福度に及ぼす効果を推定するために、「30歳頃の

主観的幸福度」を被説明変数とする、異質性に対してロバストなWhite［1980］

図 1 　年収分布の比較
― プレ氷河期世代 対 前期氷河期世代 ―

図 2 　年収分布の比較
― 後期氷河期世代 対 ポスト氷河期世代 ―
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修正 OLS推定を行う。分析に先立って、プレ氷河期世代と前期氷河期世代に

ついて「30歳頃の幸福度」の分布を比較したものが図 3である。前期氷河期

世代において 50-59点の割合が高くなっているのに対し、100点と答えた割合

はプレ氷河期世代の方が上回っている。一方、後期氷河期世代とポスト氷河期

世代について、「30歳頃の幸福度」の分布を比較した図 4によると、70-79点

と答えた割合が後期氷河期世代において高く、逆に 100点と答えた割合はポス

ト氷河期世代で高くなっている。

図 3 　「30 歳頃の幸福度」の世代間比較

図 4 　「30 歳頃の幸福度」の世代間比較
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次節では、第 2節で述べた説明変数を用いて、過去 1年間の年収カテゴリー

および 30歳頃の主観的幸福度の決定因に関する推定を行い、推定結果につい

てまとめる。

4 推定結果
4.1 就職氷河期が年収に及ぼす効果
表 3は、就職氷河期ダミーが過去 1年間の年収カテゴリーの選択に及ぼす

効果を Orderd Probit推定を用いて推定し、その限界効果を示したものであ

る。前期氷河期の値は、サンプルをプレ・前期氷河期世代に限った場合の「前

期氷河期ダミー」の効果を表す。また後期氷河期の値は、サンプルを後期・ポ

スト氷河期世代に限った場合の「後期氷河期ダミー」の効果を表す。一見して

分かるように、前期氷河期は年収 500万円未満への選択確率を高める一方、年

収 500万円以上の選択確率を下げる効果を持つ。一方、後期氷河期は年収カ

テゴリーの選択に全く有意な効果をもたらさない。この結果を素直に解釈すれ

ば、就職氷河期に直面した後 10～20年くらいは当該世代の年収には目立った

影響が見られないものの、それ以降、徐々に年収を押し下げる効果が表出して

くるということになる。

4.2 就職氷河期が主観的幸福度に及ぼす効果　－条件付き期待値の分析
では、主観的幸福度への効果はどうか？ 表 4-1、4-2は、就職氷河期ダミー

が「30歳くらいの主観的幸福度」に及ぼす効果をプレ・前期氷河期世代、後

期・ポスト氷河期世代それぞれのサンプルごとに推定した結果である。まずプ

レ・前期氷河期世代における前期氷河期世代ダミーの効果については、性別、

婚姻の有無、雇用形態、健康状態およびその他の観察可能な属性をコントロー

ルしていない推定モデル（2）（3）を見る限り、主観的幸福度にマイナスの効

果をもたらしているように見える。しかしながら、観察可能な属性をすべてコ

ントロールしたモデル（1）では、就職氷河期ダミーは有意でなくなっている。

後期・ポスト氷河期世代における後期就職氷河期ダミーは、推定モデルに関係

なく主観的幸福度に有意な影響を及ぼさない。

— 11 —



経済学論究第 76 巻第 3 号

表 3 　就職氷河期が年収に及ぼす効果：限界効果

注）数値は限界効果を表し、（ ）内の数値は係数の標準誤差を表している。また限界効果に付され
た**、*はそれぞれ有意水準 5%、10%で有意であることを示している。コントロール変数は、勤続
年数および各種のカテゴリー（男性、既婚、「非常に健康」、「初職が現職」、「経済的ゆとりがある」、
「時間的ゆとりがある」、「20 代の OJT が不十分」、「20 代の Off-JT が不十分」、「上の世代に比べ
て就職難」、「下の世代に対して就職難」、「格差があり、上の世代に比べて恵まれていない」、「格差が
あり、下の世代に比べて恵まれていない」、関東地域居住、文系、「あなたが主として世帯の生計を支
えている」、「あなた以外に収入を得ている人がいる」、産業、業務内容、従業員規模、役職、社交性、
最新の情報技術・機器関心度）に関するダミー変数を用いている。
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表 4-1 　主観的幸福度（30 歳頃）の決定因：ロバスト推定法
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表 4-2 　主観的幸福度（30 歳頃）の決定因：ロバスト推定法

注）プレ・前期氷河期世代、後期・ポスト氷河期世代のサンプルサイズはそれぞれ 1444，1614 で
ある。数値は限界効果を表し、（ ）内の数値は係数の標準誤差を表している。また限界効果に付され
た***、**、*はそれぞれ有意水準 1%、5%、10%で有意であることを示している。他のコントロー
ル変数として、勤続年数のほかに以下の各種カテゴリー（関東地域居住、文系、「あなたが主として
世帯の生計を支えている」、「あなた以外に収入を得ている人がいる」、産業、業務内容、従業員規模、
役職、社交性、最新の情報技術・機器関心度）に関するダミー変数を用いた。
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岡村：就職氷河期世代の主観的幸福度に関する実証分析

それ以外の変数については、「初職が現職」ダミーが主観的幸福度を高める

一方で、「20代の OJT、Off-JTが不十分」ダミーは主観的幸福度を下げる傾

向にある。また「他の世代との格差意識」に関する変数の効果を見ると、双方

のサンプルに共通しているのは「格差があり、下の世代に比べて恵まれていな

い」と比較的強く感じている人ほど主観的幸福度が低い点である。特にプレ・

前期氷河期世代に固有の傾向として、「下の世代に比べて就職事情に関して恵

まれていない」と感じている人の主観的幸福度が下がっていることが分かる。

4.3 就職氷河期が主観的幸福度に及ぼす効果　－条件付き分位の分析
図 3、図 4に示されているように、主観的幸福度分布には偏りが存在するこ

とから、本節では条件付き分位における就職氷河期の効果を検証する。推定に

は、異質性について頑健なMachado et al.［2011］の STATAのモジュール

QREG2を使用した。使用する変数は条件付き期待値の推定と同じである。す

べての推定に関して年齢クラスター内の誤差項の相関に関する Parente-Santos

Silvaテストを実施し、いずれの推定式も年齢クラスター内の相関がないとい

う帰無仮説を棄却できなかった。4) まずプレ・前期氷河期世代グループを対象

とした前期氷河期ダミーの効果に関する推定結果は、表 5-1の通りである。前

期氷河期ダミーの効果に注目すると、分位 0.5、0.75、0.9において負の有意

な効果が生じている。その一方で、後期・ポスト氷河期世代グループを対象と

した後期氷河期ダミーの効果に関する推定結果（表 5-2）を見ると、表 5-1の

結果とは対照的に分位 0.1、0.25、0.5において負の有意な効果が生じている。

つまり、40歳代のプレ・前期就職氷河期世代において就職氷河期の経験はよ

り高い分位の主観的幸福度を下げるのに対し、逆に 30歳代の後期・ポスト氷

河期世代グループでは就職氷河期の経験がより低い分位の主観的幸福度を下げ

ていることになる。

この結果を、評価対象である 30歳頃の幸福度と評価時点の年齢との間の時

間的距離から生ずる評価バイアスから解釈すると、評価時の年齢が評価対象時

4) Parente-Santos Silva テストについては、Parente and Santos Silva［2016］を参照のこ
と。
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期の年齢から離れるほど、就職氷河期経験はより高い分位の幸福度を過少評価

し（例えば、30歳頃に評価すると 80点だが現時点では 70点と評価）、一方で

低い分位の幸福度を過大に評価する（例えば、30歳頃に評価すると 20点だが

現時点では 30点と評価）傾向にあると考えられる。5) また前期と後期で就職氷

河期の質量が異なるという立場に立てば、前期氷河期は元々幸福度の高い層の

幸福度を下げる効果を持つ一方で、後期氷河期経験は元々幸福度の低い層の幸

福度をさらに下げる効果を持つと解釈できる。これらの解釈の妥当性について

表 5-1 　主観的幸福度（30 歳頃）の決定因：分位回帰推定法

5) 参考までに、40 代のプレ・前期氷河期世代を対象に被説明変数を「40 歳くらいの主観的幸福度」
として同様の推定を行ったところ、分位 0.1、0.25、0.5 で前期氷河期ダミーがすべて“正で”
有意となった。この結果は表 5-2 の結果と対照的であり、年齢を重ねることで「就職氷河期経験
世代」の主観的幸福度が「それ以外の世代」の主観的幸福度を追い越す可能性を示唆している。
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さらなる研究に委ね、ここでは結論として同じ就職氷河期経験でも年代によっ

て主観的幸福度への効果が異なると述べるにとどめておく。

表 5-2 　主観的幸福度（30 歳頃）の決定因：分位回帰推定法

注）サンプルおよびコントロール変数は表 4-1、4-2 と同じ。（ ）内の数値は係数の標準誤差を表し
ている。また限界効果に付された***、**、*はそれぞれ有意水準 1%、5%、10%で有意であるこ
とを示している。

5 結論
就職氷河期世代とそれ以外の世代との厚生レベルにおける衡平性を実現する

ためにどのような政策ターゲットを設定すべきか？ そのような問題意識の下、

本稿では就職氷河期経験が 30歳頃の主観的幸福度に及ぼす効果について検証

した。推定結果をまとめると、まず（1）平均的には、就職氷河期経験は主観
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的幸福度に有意な影響を及ぼさない。しかしながら、分位によっては就職氷河

期経験が主観的幸福度を下げる効果を持つことが分かった。さらに（2）同じ

就職氷河期世代でも主観的幸福度を下げる分位に違いがみられた。

これらの推定結果は、まず就職氷河期といった外生的要因による世代間の

厚生水準を比較する際、平均だけで評価するのは拙速であり、分位の違いによ

る効果も丁寧に見ていく必要性を示唆している。また一口に就職氷河期世代

といってもその特徴は一様ではなく、本稿における前期・後期といった区分に

よっても就職氷河期経験の効果に違いがみられた。従って、世代をターゲット

とした政策を設計する際は、その世代が抱える内在的不安定性といった定性的

要因についても考慮しなければならない。

先行研究によって、「就職氷河期世代がどのような経済的境遇に置かれてい

るか」という因果関係に関する数多くのエビデンスが蓄積されてきた。しかし

ながら、そのような因果推論から得られるエビデンスを政策に応用するため

には衡平性といった別次元の規範を要する。さらに同じ就職氷河期世代でも、

その世代の人々が生きた「時代」の違いが異なる経済的帰結をもたらすとすれ

ば、「時代」の診断（diagnosis）を通じて政策の処方箋を書く必要がある。連

合総合生活開発研究所［2016］で展開されているような、アンケート調査に基

づく定量的分析およびヒヤリングを通じた定性的分析の総合が求められるゆえ

んである。
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